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要約

◦ �NDB オープンデータをはじめとした公的オー
プンデータを用いて、2015～2022年の各年度
（データによっては暦年）のがん死亡率と、が
ん診断、がん治療の医療技術を集計し、変化の
推移を追った。

◦�各データを、「小児」、「AYA」、「成人」、「高齢
者」の４群に分け男女別に集計し年度推移を分
析した。各データの経年変化は、５年移動の年
平均変化率（APC）の平均値で確認した。

◦�がん死亡率推移の分析から、①男女ともに多く
の群でがん死亡率の減少が認められた　②血液
がんでは男女とも高齢者群の死亡率が増加して
いた　③固形がんでは女児の死亡率が増加して
いた　等が示された。

◦�がん医療技術推移の分析から、①小児群では他
年齢群に比して新規腫瘍用薬、バイオ腫瘍用薬
の使用割合は顕著に低かった　②すべての年齢
群で、遺伝子検査の割合、腫瘍用薬投与用のカ
テーテル設置術の割合は増加傾向であった　③
高齢者群で造血幹細胞移植が増加していた　等
が示された。

◦�医療技術は加速度的に進歩し、治療の選択肢は
増加しているが、解決すべき医療課題は未だ多
く残っている。医療技術のイノベーションと患
者アクセスの持続のためには、産み出された医
療技術の効果と効率性をビッグデータから後方
視的、俯瞰的、継続的に分析し評価する仕組み
が喫緊に必要と考える。

１．はじめに

　医療技術は日進月歩で進化し、そのスピードは
年々加速している。医薬品では新規の責任分子、
遺伝子異常の発見に応じて、責任分子に特異的に
作用するようにデザインされたモダリティ開発に
拍車がかかっている。手術ではロボット支援下手
術が導入されたことで身体への低侵襲化が更に拡
がり、放射線治療では健常細胞への影響を最小限
にし、効率的にがん細胞を死滅させる重粒子線治
療や陽子線治療が開発された。検査では保険適用
が認められる遺伝子検査が増加し、特に悪性腫瘍
の診断においては、個別の遺伝子変異をみて腫瘍
用薬の選択指標とするコンパニオン診断から、が
んゲノムプロファイリング検査といった網羅的な
遺伝子変異の探索によって最適な治療方針を導く
技術に進化している。
　このような医療技術の進歩は患者に福音をもた
らす一方、革新的イノベーションを臨床医療に実
装化するには、開発コストの増大は蓋然であり、
今般の医療費増大の議論に繋がっている。新規医
療技術は臨床試験で生存や進行抑制、QOL改善等
のアウトカムを証明し厚生労働省に承認され、各
領域の学会で審議されることで標準治療としての
普遍性を獲得していくケースが大半だが、医療費
増大が議論される現在だからこそ、開発された多
様な医療技術が臨床現場で普及したことで患者ア
ウトカムの改善に繋がっているか、患者の生活の
質向上、医療の効率化、社会の持続性に貢献でき
ているか、蓄積した医療データを用いることで後
方視的、俯瞰的、継続的な分析と評価の仕組みを
構築する必要があると考える。
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　今回の調査では、患者アウトカムと医療技術の
経年的推移について、公的機関のホームページか
ら入手できる各種オープンデータを用いた。これ
らオープンデータの情報だけでは当然、患者アウ
トカムと各種の医療技術の質、量との関係を統計
的に分析することは不可能だが、一定期間におけ
る各医療技術と患者アウトカムの推移との関係に
ついて輪郭を示すことは可能と考えた。
　対象とした疾病は悪性腫瘍性疾患（がん）の領
域を設定した。がん領域は腫瘍用薬の使用量、が
ん医療技術レセプト、がん検査レセプトを NDB
オープンデータから定量的に集計することが可能
であり、患者アウトカムはがん死亡率から定量的
に集計できるため、他疾患領域よりもオープン
データが充実していることから判断した。
　がんの疫学は公益財団法人がん研究振興財団が
「がんの統計」として多くのデータを毎年公表して
いる１）。「がんの統計」や国立がん研究センターが
公表している「最新がん統計」２）はがん患者の予後
に関するデータが充実する貴重なデータ・プラッ
トフォームである。当調査では国立がん研究セン
ターがん情報サービスのプラットフォームから
「がん罹患率」と「がん死亡率」を、厚生労働省
NDBオープンデータ３）からは腫瘍用薬の処方量と
各種がん医療技術のレセプト数を、データ年（度）
毎に、０－14歳の「小児」、15－39歳の「AYA」
（Adolescent＆Young�Adult：思春期・若年成人）、
40－64歳の「成人」、65－89歳の「高齢者」の４群

に集計しなおし、男女別にその推移を分析した。

２．調査方法

　「全国がん罹患データ」４）から2016～2020年のが
ん罹患率を、国立がん研究センターホームページ
のオープンデータ「新基準人口：全国がん死亡デー
タ」５）から2015～2022年のがん死亡率を、先述した
年齢４群を男女に分け、上皮内がんを除く全部位
がん、血液がん、固形がんの３分類で集計した。
血液がんは元のデータで集計されている“悪性リ
ンパ腫”、“多発性骨髄腫”、“白血病”とし、固形
がんは“口腔・咽頭”、“食道”、“胃”、“大腸”、“肝
臓”、“胆嚢・胆管”、“膵臓”、“喉頭”、“肺”、“皮
膚”、“前立腺”、“膀胱”、“腎・尿路（膀胱除く）”、
“子宮”、“乳房”、“卵巣”、“脳・中枢神経系”、“甲
状腺”とした。
　がん診療に用いられる医療技術は、NDBオープ
ンデータ第２回（2015年度）～第９回（2022年度）
を用い、先述の年齢４群を男女別に集計した。処
方薬数量の集計は、「内服_外来（院外）_性年齢
別薬効分類別数量」、「内服 _ 外来（院内）_ 性年
齢別薬効分類別数量」、「入院　性年齢別薬効分類
別数量」、「注射 _性年齢別薬効分類別数量」から
“腫瘍用薬”の処方単位数を集計した。また、がん
緩和療法、がん支持療法として、がん性疼痛に適
応のある内服と外用剤の“あへんアルカロイド系
麻薬”、“合成麻薬”と“G-CSF製剤”を同様に集
計した。

１）公益財団法人がん研究振興財団、「がんの統計2024」�
https://www.fpcr.or.jp/data_files/view/273/#toolbar=0&navpanes=0’

２）国立研究開発法人�国立がん研究センターホームページ、「最新がん統計」�
https://ganjoho.jp/reg_stat/statistics/stat/summary.html

３）厚生労働省ホームページ、「【NDB】NDBオープンデータ」�
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000177182.html
注）NDBオープンデータでは男女別、５歳毎にグループ化されており、各グループの処方薬数量の集計結果が1000未
満の場合は「―」で表示（1000未満の箇所が１箇所の場合は1000以上の最小値を全て「―」で表示）、各グループのレ
セプト数量の集計結果が10未満の場合は「―」で表示（10未満の箇所が１箇所の場合は10以上の最小値を全て「―」で
表示）となっているため、年齢群の集計結果と総計とは一致しない。
また、第８回までのNDBオープンデータでは、処方薬は薬効分類別に処方数の上位100品目が記載されていたことに対
し、第９回では上位100品目・上位300品目・上位500品目が公表された。しかし第９回における腫瘍用薬、麻薬の各薬
効分類と、G-GCFの薬効分類である「その他の血液・体液用」は100品目以内となっていたため、第８回までと同条件
と判断し第９回を分析に加えた。

４）国立がん研究センターがん情報サービス、「がん統計」（全国がん登録）�
https://ganjoho.jp/reg_stat/statistics/data/dl/index.html#a7

５）国立がん研究センターがん情報サービス、「がん統計」（厚生労働省人口動態統計）、新基準人口：全国がん死亡データ
（1979年～2022年）　https://ganjoho.jp/reg_stat/statistics/data/dl/index.html#a7
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　医科診療行為レセプト数の集計は、「Ｄ検査_性
年齢別算定回数」から、“悪性腫瘍組織検査”、“腫
瘍マーカー”に分類されている検査に加えて、“造
血器腫瘍細胞抗原検査”、“造血器腫瘍遺伝子検
査”、“Major�BCR-ABL1”、“免疫関連遺伝子再構
成”、“UDP グルクロン酸転移酵素遺伝子多型”、
“サイトケラチン19�mRNA”、“WT1�mRNA”、
“CCR4タンパク”、“FIP1L1-PDGFRα融合遺伝子
検査”、“EGFR遺伝子検査（血漿）”、“骨髄微小残
存病変量測定”、“FLT3遺伝子検査”、“膀胱がん
関連遺伝子検査”、“JAK2遺伝子検査”、“BRCA1/2
遺伝子検査”、“がんゲノムプロファイリング検
査”、“RAS 遺伝子検査（血漿）”、“遺伝子相同組
換え修復欠損検査”、“肺癌関連遺伝子多項目同時
検査”、“悪性腫瘍遺伝子検査（血液・血漿）”の外
来および入院レセプト数を集計した。「Ｋ手術_性
年齢別算定回数」からは“悪性腫瘍”の表記が含
まれた外来および入院手術のレセプト数を集計し
た。「Ｍ放射線治療 _性年齢別算定回数」からは、
“管理料”、“血液照射”を除き外来および入院レセ
プト数を算出した。「造血幹細胞移植」の件数につ
いては後述する。
　「造血幹細胞移植」以外のデータは経時的な変化
を確認するために、2016～2020年のがん罹患率は
この５年の年平均変化率（annual�percent�change：
以下、APC）を引用資料６）の記載方法に従って算
出した。その他、2015～2022年の８年を抽出した
データは、５年移動でAPC を算出しそれらの平
均を算出することで平準化した（以下、５年移動
APC平均）。

３．結果

⑴ 各年齢群のがん罹患率・死亡率の推移

最初に、全部位がんとそれを血液がんと固形が
んに分けて算出した各年齢群の男女別のがん罹患
率、がん死亡率の推移を示す。図１は全国がん登
録データを用いて算出した2016～2020年の５年間

の人口10万人あたりの罹患率の推移である。全国
がん登録データは2024年６月現在、2016～2020年
が公表されており、2015～2022年を抽出したがん
死亡率、各 NDB データとは期間が異なる。当期
間のがん罹患率のAPC を示すと、男性の全部位
がんでは０－14歳群（以下、小児群）▲0.8％、15
－39歳群（以下、AYA群）▲1.5％、40－64歳群
（以下、成人群）▲3.8％、65－89歳群（以下、高
齢者群）▲1.4％と、いずれの年齢群も負の変化率
を示していた。血液がんでは、小児群▲0.4％、
AYA群▲0.1％、成人群▲0.9％、高齢者群0.8％で
あった。固形がんでは小児群▲3.1％、AYA群▲
2.6％、成人群▲4.4％、高齢者群▲1.7％であり、男
性ではいずれの年齢群でも血液がんより固形がん
に大きい年減少率が示された。
　女性の全部位がん罹患率のAPCは小児群1.3％、
AYA群▲2.1％、成人群▲1.7％、高齢者群▲0.9％
と、小児群のみが正の変化を示した。血液がんで
は、小児群1.4％、AYA 群0.4％、成人群▲1.9％、
高齢者群1.1％であった。固形がんでは、小児群
2.5％、AYA群▲2.6％、成人群▲1.9％、高齢者群
▲1.3％であった。女性の罹患率APCの特徴とし
て、血液がんでは成人群のみが減少、固形がんで
は小児群のみに増加が認められた。
　次に、2015～2022年の８年間における各年齢群
の男女別、がん種別（がん全部位、血液がん、固
形がん）でみた人口10万人あたりのがん死亡率を
示す（図２）。８年間のがん死亡率の５年移動APC
平均を算出すると、男性では、がん全部位におい
て小児群▲2.0％、AYA群▲2.6％、成人群▲4.3％、
高齢者群▲0.4％であった。血液がんでは、小児群
▲3.8％、AYA群▲3.9％、成人群▲3.7％、高齢者
群1.2％であった。固形がんでは、小児群▲3.4％、
AYA群▲2.6％、成人群▲4.4％、高齢者群▲0.5％
であった。男性では高齢者以外の群で、固形がん、
血液がんともに死亡率の減少が認められた。
　女性のがん死亡率の５年移動APC 平均は、全

６）厚生労働科学研究費補助金（がん臨床研究事業）、「既存統計資料に基づくがん対策進捗の評価手法に関する実証的研究」
班、「がん死亡率減少へのアクションプラン作成の手引き」（2012年）
https://oici.jp/ocr/common/images/data/data/1207tebiki2.pdf

https://oici.jp/ocr/common/images/data/data/1207tebiki2.pdf
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部位で小児群▲0.9％、AYA群▲3.2％、成人群▲
1.5％、高齢者群0.1％であった。血液がんでは、小
児群▲6.6％、AYA群▲5.7％、成人群▲3.5％、高
齢者群1.0％であった。固形がんでは、小児群2.2％、
AYA群▲3.1％、成人群▲1.6％、高齢者群0.0％で
あった。
　表１に示すよう、当期間においては、男女とも

に多くの群でがん死亡率の減少が認められたが、
女児の固形がんの死亡率の増加が注目された。

⑵ 腫瘍用薬量の推移

図３に、処方された内服および注射の腫瘍用薬
単位数の推移を示す。グラフにある「新薬割合」
は、各年度の総腫瘍用薬単位数を分母とし、2010

図１　各年齢群におけるがん罹患率（人口10万人あたり）
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出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん統計」（全国がん登録）をもとに医薬産業政策研究所にて作成



26 政策研ニュース No.73　2024年11月

年以降に発売となった“新有効成分含有医薬品
（new�molecular�entities：NMEs）”の単位数の割
合を表す。「バイオ割合」は、各年度の注射用腫瘍
用薬単位数に対するバイオ腫瘍用薬単位数の割合
を表す。なお、バイオ腫瘍用薬は遺伝子組換え型
のタンパク、抗体、抗体薬物複合体（antibody-drug�
conjugates：ADC）を示し、バイオシミラーも含

む。
　小児群では、2015～2022年度の腫瘍用薬総単位
数の５年移動APC平均は男児▲0.2％、女児▲0.2％
であった。2020年度までは腫瘍用薬全体の２％前
後であった新薬の割合は、2021年度に男女ともに
急増し、５年移動 APC 平均は男児20.9％、女児
21.7％を示した。また、2022年度のバイオ腫瘍用

図２　各年齢群におけるがん死亡率（人口10万人あたり）
（全部位がん）
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（1979年～2022年）」をもとに医薬産業政策研究所にて作成
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薬は注射用腫瘍用薬全体の１～２％程度であった
が、５年移動APC平均でみると男児で13.2％、女
児では6.3％であり、新薬と同様に高い増加率が示
された。

　AYA 群では、腫瘍用薬総単位数の５年移動
APC平均は男性▲0.3％、女性0.4％であった。2022
年度の新薬割合は男性で29.1％、女性は16.7％に達
し、2015年度に比して男女とも約2.5倍に増加して

表１　各年齢群がん死亡率（人口10万人あたり）の年平均変化率（APC）

男性 女性
全部位 ０－14歳 15－39歳 40－64歳 65－89歳 ０－14歳 15－39歳 40－64歳 65－89歳

５年移動APC（％）平均 ▲2.0 ▲2.6 ▲4.3 ▲0.4 ▲0.9 ▲3.2 ▲1.5 0.1
（参考）2015年～2022年APC（％） ▲2.5 ▲2.7 ▲4.2 ▲0.4 　0.0 ▲3.0 ▲1.5 0.2

血液がん ０－14歳 15－39歳 40－64歳 65－89歳 ０－14歳 15－39歳 40－64歳 65－89歳
５年移動APC（％）平均 ▲3.8 ▲3.9 ▲3.7 1.2 ▲6.6 ▲5.7 ▲3.5 1.0

（参考）2015年～2022年APC（％） ▲4.5 ▲3.9 ▲3.2 1.2 ▲5.4 ▲4.7 ▲3.5 1.0

固形がん ０－14歳 15－39歳 40－64歳 65－89歳 ０－14歳 15－39歳 40－64歳 65－89歳
５年移動APC（％）平均 ▲3.4 ▲2.6 ▲4.4 ▲0.5 2.2 ▲3.1 ▲1.6 0.0

（参考）2015年～2022年APC（％） ▲3.4 ▲2.6 ▲4.4 ▲0.6 5.2 ▲2.8 ▲1.5 0.1
出典：�国立がん研究センターがん情報サービス「がん統計」（厚生労働省人口動態統計）「新基準人口：全国がん死亡データ

（1979年～2022年）」をもとに医薬産業政策研究所にて作成

図３　腫瘍用薬量の推移
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おり、５年移動APC平均は男性14.7％、女性19.7％
であった。バイオ腫瘍用薬割合は、男性で増加傾
向にあり2022年度に注射用腫瘍用薬の約10％を占
めていた。女性では大きな変動はなく20％強で推
移していた（５年移動APC 平均：男性3.2％、女
性1.1％）。
　成人群では、女性で腫瘍用薬単位数に顕著な増
加が認められ、５年移動APC平均は3.7％であっ
た（男性▲0.5％）。2022年度の新薬割合は男性で
25.5％、女性は13.5％に達しており、５年移動APC
平均は男性19.3％、女性29.6％であった。バイオ腫
瘍用薬の割合は、2022年度には男性26.4％、女性
が30.6％に達していた（５年移動APC平均：男性
5.1％、女性2.0％）。
　高齢者群においても女性に腫瘍用薬単位数の増
加が認められ、５年移動APC平均は男性1.5％、女
性5.0％であった。2022年度の新薬の割合は男性で
30.9％、女性で16.8％であり、５年移動APC平均
は男性30.5％、女性27.3％であった。男女ともにバ
イオ腫瘍用薬の割合は経年的に伸長し、2022年度
には男性で28.9％、女性で29.8％となり、５年移動
APC平均は男性7.3％、女性3.6％であった。
　なお、20歳から39歳のがんでは約80％を女性が
占めると報告７）されており、乳がん、子宮がんの
好発年齢は40～60歳に集中している８）ため、
AYA、成人世代の女性の腫瘍用薬量は同年齢群の
男性と比べて多いことが推察される。以降に示す
悪性腫瘍手術、放射線治療のレセプト数の男女差
も同様の理由が推察される。

⑶ がん特異的検査の推移

がん特異的検査のレセプト数の推移を図４に示
す。小児群では、男女ともにがん特異的検査レセ
プト数は経年的な増加が認められ、５年移動APC
平均は男児2.6％、女児3.9％であった。2022年度の

がん特異的検査全体に対する遺伝子検査の割合
は、男児8.3％、女児5.9％に達し、５年移動APC
平均は男児6.8％、女児3.7％であった。
　AYA群の特異的検査のレセプト数は、女性が
男性の２倍以上を示していた。男女とも経年的に
減少傾向にあり、５年移動 APC 平均は男性▲
0.5％、女性▲1.1％であった。2022年度の遺伝子検
査の割合は男性5.8％、女性2.4％であり、５年移動
APC平均は男性8.6％、女性14.0％であった。
　成人群のレセプト数は、男女に大きな差はなく、
５年移動APC平均は男性▲0.5％、女性0.1％であ
った。2022年度の遺伝子検査割合は男性3.9％、女
性3.7％とほぼ同程度であり、５年移動APC平均
は男性13.7％、女性17.8％と高い増加率を示した。
　高齢者群のレセプト数は、男性が優位となり、
５年移動APC平均は男性0.2％、女性▲0.4％であ
った。2022年度の遺伝子検査割合は成人群と同様、
男性3.8％、女性3.6％と同程度であり、５年移動
APC 平均は男性16.5％、女性17.2％と、ともに高
い増加率であった。これらのデータより、がん特
異的検査においては若年層では遺伝子検査の割合
が相対的に高く、遺伝子検査割合の変化率は、高
年齢になるに従い高まっていることが解った。高
齢者に多い肺がん等の固形がんの診療において、
特定の遺伝子変異を有するがんに特異的に作用す
るキナーゼ阻害薬や抗体等の新規腫瘍用薬の臨床
利用の拡大に伴い、遺伝子パネル検査９）等を活用
し、薬剤効果を検証するコンパニオン診断が増加
していることが推察された。

⑷ がん対象手術の推移

NDB オープンデータの手術レセプトデータか
ら、悪性腫瘍を対象とした手術のレセプト数を集
計した（図５）。経年的にみると悪性腫瘍手術（以
下、がん手術）レセプト数は、小児群、AYA 群

７）国立研究開発法人�国立がん研究センターホームページ、「院内がん登録　小児・AYA世代がん集計　について」
https://www.ncc.go.jp/jp/information/pr_release/2019/1018/index.html

８）内閣府ホームページ、男女共同参画局男女共同参画白書令和６年版、「特集編　仕事と健康の両立～全ての人が希望に
応じて活躍できる社会の実現に向けて～」、特－15図（p18）
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r06/zentai/pdf/r06_05.pdf

９）国立研究開発法人�国立がん研究センターホームページ、がんゲノム情報管理センター（2023年度版）「データで見る
C-CAT」　https://www.ncc.go.jp/jp/about/pamphlet/digitalbook/c-cat/book.pdf

https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r06/zentai/pdf/r06_05.pdf
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図４　がん特異的検査レセプト数の推移

28,386 

34,977 

30,261 

38,665 

6.0%

8.3%

5.1%

5.9%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
年度

小児群（0-14歳）

男性 女性 遺伝子検査割合（男性） 遺伝子検査割合（女性）

355,361 343,435 

868,889 

803,006 

3.4%

5.8%

1.1%

2.4%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
年度

AYA群（15-39歳）

男性 女性 遺伝子検査割合（男性） 遺伝子検査割合（女性）

3,250,519 3,151,496 

2,981,606 
3,034,935 

1.7%

3.9%

1.4%

3.7%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
年度

成人群（40-64歳）

男性 女性 遺伝子検査割合（男性） 遺伝子検査割合（女性）

7,325,707 7,531,115 

5,362,831 5,305,396 

1.4%

3.8%

1.3%

3.6%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
年度

高齢者群（65-89歳）

男性 女性 遺伝子検査割合（男性） 遺伝子検査割合（女性）

出典：�厚生労働省　NDBオープンデータ　第２回（2015年度）～第９回（2022年度）医科診療行為「D検査 _性年齢別算
定回数」をもとに医薬産業政策研究所にて作成

図５　悪性腫瘍手術レセプト数の推移
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で男女とも減少傾向、成人群では男性が減少傾向、
高齢者群では男女とも若干の増加傾向にあった。
腫瘍用薬量等と異なり、いずれの群も2020年に手
術数の一時的落ち込みがみられたが、COVID-19
パンデミックによる影響が考えられた。
　2015～2022年度の５年移動でみたがん手術レセ
プト数の５年移動APC 平均を算出すると、小児
群では男児▲4.5％、女児▲2.3％であった。腫瘍用
薬の局所投与、持続投与を目的とした“抗悪性腫
瘍剤動脈、静脈又は腹腔内持続注入用植込型カ
テーテル設置”手術（以下、抗がん剤カテーテル
設置術）の、がん手術全体に対する割合をみると、
小児では男女とも2022年度に約90％に達し、５年
移動APC平均は男女それぞれ10.7％、6.9％と高い
増加率であった。小児がんに対する手術治療にお
いて、抗がん剤投与カテーテル設置手術は主力と
なっていることが確認された。
　AYA群のレセプト数の５年移動APC 平均は、
男性▲3.5％、女性▲2.2％であった。2022年度の抗
がん剤投与カテーテル設置術の割合は、男性
16.8％、女性12.2％であり、５年移動APC平均は
男性5.9％、女性3.9％と小児群同様に高い増加率で
あった。
　成人群のレセプト数の５年移動APC平均は、男
性▲2.1％、女性0.6％であった。2022年度の抗がん
剤投与カテーテル設置術の割合は、男女それぞれ
14.5％、12.6％であり、５年移動APC平均は男女
それぞれ3.7％、2.6％であった。
　高齢者群のレセプト数の５年移動APC平均は、
男女それぞれ0.8％、1.1％であった。2022年度の抗
がん剤投与カテーテル設置術の割合は、男性
9.8％、女性11.4％であり、５年移動APC平均は男
性4.9％、女性5.1％と若年者群と同等の高い増加率
を示していた。

⑸ 放射線治療の推移

放射線治療には、主に固形がんを対象として、
摘出手術不能例や術前後に単独照射、もしくは腫

瘍用薬による化学療法と併用する「放射線化学療
法（chemo-radiotherapy：CRT）」があり、主に血
液がん治療においては、造血幹細胞移植時にレシ
ピエントの骨髄内の腫瘍細胞を壊滅させるため
に、化学療法に加え放射線による「全身照射（total�
body�irradiation：以下、TBI）」を施す骨髄破壊的
前処置がある。図６に2015～2022年度の放射線治
療レセプト数の推移を示す（各種管理料と輸血製
剤の血液照射を除く）。特徴としてAYA群、成人
群で経年的な減少が認められた。
　2015～2022年度の５年移動でみた放射線治療レ
セプト数の５年移動APC 平均を算出すると、小
児群では男児▲2.2％、女児▲1.2％であった。2022
年度の放射線治療全体に対するTBIの割合は男児
0.99％、女児0.52％であり、５年移動APC平均は
男児▲4.2％、女児▲15.2％であった。小児の造血
幹細胞移植においてTBIを含む移植前処置と化学
療法のみの移植前処置の治療成績はほぼ同等10）と
されており、ミニ移植といわれる化学療法中心の
低侵襲処置の選択が増えていることが推察され
た。
　AYA群のレセプト数の５年移動APC 平均は、
男性▲2.9％、女性▲4.1％であった。2022年度の
TBIの割合は男性0.37％、女性0.08％であり、５年
移動APC平均は男性2.0％、女性▲1.7％であった。
　成人群レセプト数の５年移動APC 平均は、男
性▲3.5％、女性▲1.6％であった。2022年度のTBI
の割合は、男女それぞれ0.06％、0.02％であり、５
年移動APC平均は男女ともに2.5％であった。
　高齢者群レセプト数の５年移動APC平均は、男
女それぞれ▲1.0％、▲0.4％であった。2022年度の
TBI の割合は、男性0.005％、女性0.007％であり、
放射線治療全体からみると相対的数量は極めて小
さいが、５年移動 APC 平均は男性11.8％、女性
10.1％と経年的な増加が示され、図１で示したよ
う、高齢者の血液がん罹患数の増加と関連する可
能性が示唆された。

10）日本造血細胞移植学会、「造血細胞移植ガイドライン　移植前処置（第２版）」
https://www.jstct.or.jp/uploads/files/guideline/02_01_zenshochi.pdf

https://www.jstct.or.jp/uploads/files/guideline/02_01_zenshochi.pdf
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⑹ 造血幹細胞移植数の推移

がんの根治、もしくは腫瘍用薬による化学療法
では病勢コントロールが困難になった血液がんと
主に小児の固形がんの治療で行われる「造血幹細
胞移植（以下、幹細胞移植）」の推移を図７に示
す。一般社団法人　日本造血細胞移植データセン
ター／日本造血・免疫細胞療法学会は、移植登録
一元管理プログラムを用いた国内全ての造血幹細
胞移植の治療実績を集積し極めて詳細な分析を公
表しているため、ここでは当データセンター「2023
年度�全国調査報告書」より年齢群別の治療実績
データを示す。なお当該データの内容改変は禁止
となっているため、本稿で規定した年齢群の再集
計はせず、公表されたグラフを引用した。
　2022年度のデータでは、患者自身の検体から採
取された幹細胞を用いる「自家移植」は1953件あ
り、そのうち末梢血幹細胞移植（peripheral�blood�
stem�cell�transplantation：PBSCT）は99.8％を占

めていた（データ省略）。自家移植の75.9％を50歳
以上の患者が占め（2015年度71.2％）、60歳以上は
47.2％（2015年度41.3％）であった。他者由来の幹
細胞を用いる「同種移植」は2939件あり、34.7％
が臍帯血移植であった。同種移植のうち、50歳以
上が57.7％（2015年度49.4％）、60歳以上が31.9％
（2015年度26.1％）を占めており、自家移植と同様
に、同種移植においても高年齢での実施数の増加
が認められた。当調査報告書には「ミニ移植の普
及にともなって移植の適応年齢が拡大し高年齢群
の移植件数が増加している」と述べられていた。

⑺ がん緩和・がん支持療法医薬品の推移

がん進行に伴う種々の症状（随伴症状）や、が
ん治療に伴う有害事象は時として患者の予後に影
響するため、がん治療と並行してこれらの症状を
コントロールすることが重要となる。図８に、が
ん随伴症状の緩和に用いられる医薬品として主に

図６　放射線治療レセプト数の推移
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がん性疼痛に用いられるオピオイドの単位数推移
を、図９に、がん治療の支持療法として腫瘍用薬
による骨髄抑制時に処方されるG-CSF製剤の単位
数の推移を示す。

　主にがん性疼痛に処方されるオピオイドとし
て、経口morphine、oxycodone、hydromorphone、
tapentadol、methadone、口腔粘膜吸収型fentanyl、
外用剤として経皮吸収型fentanyl、坐剤morphine

図７　造血幹細胞移植数の推移（左：自家移植、右：同種移植）

出典：�一般社団法人　日本造血細胞移植データセンター／日本造血・免疫細胞療法学会「2023年度　日本における造血細胞
移植スライド集」

図８　がん性疼痛治療用オピオイド単位数の推移
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を集計した11）。なお、各オピオイド注射剤と、弱
オピオイドとして分類される codeine 類、trama-
dol、buprenorphineは、がん性疼痛治療以外の用
途が多くを占めるため、集計から除いた。オピオ
イド単位量の顕著な減少は小児群（５年移動APC
平均：男児▲28.2％、女児▲13.6％）と AYA 群
（５年移動APC平均：男性▲4.9％、女性▲5.3％）
にみられた。成人群では男女ともに変化率は小さ
く（５年移動APC平均：男性▲0.6％、女性0.7％）、
高齢者群は男女ともに増加、特に女性に高い増加
率が示された（５年移動APC平均：男性1.4％、女
性3.3％）。どの年齢群もオピオイド外用剤の割合
は不変もしくは微減で推移していた（図８）。
　細胞障害性腫瘍用剤の投与により引き起こされ
る骨髄抑制、それに伴う発熱性好中球減少症（fe-

brile�neutropenia：FN）は、耐性菌感染や真菌感
染等の難治性感染症に関連し、がん治療の成否、
患者の生命予後に大きく影響する。骨髄幹細胞を
刺激し免疫細胞を分化誘導する G-CSF（granulo-
cyte�colony�stimulating�factor）製剤の効果は、腫
瘍用薬治療の成功を左右する。G-CSF製剤単位数
の推移（図９）は、小児群では男児が増加（５年
移動APC平均：男児2.0％、女児▲0.6％）、AYA
群では女性の増加率が顕著であった（５年移動
APC平均：男性2.9％、女性5.7％）。成人群も同様
に女性の増加率が高く（５年移動APC 平均：男
性0.3％、女性4.0％）、高齢者群は男女ともに同等
であった（５年移動APC 平均：男性1.8％、女性
2.5％）。2014年より「がん化学療法による発熱性
好中球減少症（FN）の発症抑制」の適応で、PEG

11）特定非営利活動法人�日本緩和医療学会ガイドライン統括委員会編、「がん疼痛の薬物療法に関するガイドライン（2020
年版）」　https://www.jspm.ne.jp/files/guideline/pain2020.pdf

図９　G-CSF 製剤単位数の推移
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化した長時間型G-CSF製剤が発売され予防的に使
用できるようになったが（小児適応は無）、その割
合は経年的に増加しており、特に女性患者で変化
がみられた。

４．まとめと考察

　がん治療は医療技術の集学的治療として進歩し
てきた。手術療法、薬物療法、放射線療法を基本
として、年齢やperformance�status等の患者の状
態、がんの進行度を総合的に検討し、医師はこれ
らのがん医療技術を組み合わせ、各専門性を活か
したチーム医療として最適な医療が患者に提供さ
れるよう尽力してきた。医療技術は科学の進歩に
伴い高度化、個別化が進み、多くのがん種におい
て全生存期間、無増悪生存期間の延長を実現して
きた。医療技術の進化と患者への寄与、その理解
を深めるために、本稿ではNDB をはじめとした
各種オープンデータからがん医療の全体像を俯瞰
し定量的に分析することを試みた。以下に分析を
通じた考察を各年齢群別に述べる。

⑴ 小児群

小児がんでは遺伝性腫瘍を疑い、確定診断には
遺伝子異常の検出が鍵となるため、他の年齢群に
比して、がん診断検査における遺伝子検査の割合
が高い。また2019年には、網羅的な遺伝子異常検
出を目的とした「がんゲノムプロファイリング検
査（がん遺伝子パネル検査）」が保険適用となり、
遺伝子検査の割合が更に増加していた。2015～
2022年において、特に血液がんの死亡率に著明な
減少が認められたことは、化学療法や移植医療と
いった従来治療に加え、遺伝子検査結果から適合
する抗がん剤治療に繋げる「個別化医療」の進歩
の寄与が示唆された。がん手術数の減少が顕著な

反面、抗がん剤投与用カテーテル設置術の割合が
９割に達していたことから、小児がんにおいては
薬物治療の比重が増加していることが推察された。
　その中で今回の分析では、小児患者の新薬とバ
イオ医薬品の使用割合は、増加傾向にあるものの、
相対的にみると他の年齢群と比して極めて低い状
況であった。女児では固形がんの罹患率、死亡率
の増加が示されており、新たな腫瘍用薬を選択で
きる機会を得る施策が求められる。2023年「厚生
労働省�第12回今後のがん研究のあり方に関する
有識者会議」の資料12）には、「がん遺伝子パネル検
査の結果、遺伝子異常に適合する医薬品があって
も、小児がん患者では、①保険診療下で使用でき
る薬はわずかである　②参加可能な治験が少ない
③小児用量が決まっておらず現行の患者申出療養
の利用も困難」という課題が示された。これら課
題解決に向け国立がん研究センターは2024年、主
に「標準治療がない、または標準治療に抵抗性で
ある０－29歳の小児・AYAがん患者」を対象と
した「遺伝子パネル検査結果等に基づく複数の分
子標的治療に関する患者申出療養」試験を医師主
導臨床研究として開始した13）。研究基準に適合し
た参加患者は、製薬企業より無償提供された小児
未承認の抗がん剤５品目を用いた治療が提供さ
れ、小児・AYA患者のドラッグアクセス向上が
期待される臨床研究である。しかしあくまで特定
施設での研究範囲であり、限られた医薬品供給量
と限られた患者数である。小児患者のアクセス改
善に向け、新医薬品の小児適応の開発推進の政策
である2024年度の薬価制度改革14）、PMDAが推進
する「小児・希少疾病用医薬品等薬事相談センター
事業」15）の効果が発揮されるよう、産官学の協力が
一層期待される。

12）令和５年（2023）厚生労働省　第12回今後のがん研究のあり方に関する有識者会議資料、「小児がん　今後の研究のあ
り方について」　https://www.mhlw.go.jp/content/10901000/001113904.pdf

13）国立研究開発法人国立がん研究センターホームページ、「小児・AYA世代がん患者のドラッグアクセスの改善を目指す
複数の適応外薬、未承認薬を対象とする医師主導臨床研究開始」　https://www.ncc.go.jp/jp/information/pr_release/�
2024/0119/index.html

14）厚生労働省ホームページ、「令和６年度薬価制度改革について」　https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/001238906.
pdf

15）独立行政法人医薬品医療機器総合機構（PMDA）ホームページ、「PMDA　小児・希少疾病用医薬品等薬事相談センター
における業務開始について」　https://www.pmda.go.jp/about-pmda/news-release/0073.pdf

https://www.ncc.go.jp/jp/information/pr_release/ 2024/0119/index.html
https://www.ncc.go.jp/jp/information/pr_release/ 2024/0119/index.html
https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/001238906.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/001238906.pdf
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⑵ AYA群

AYA 群では、男女ともに固形がんの罹患率
APC では2.6％の減少を示し、2015～2022年の死
亡率の５年移動APC 平均は、血液がんで男性約
４％の減少、女性約６％の減少が、固形がんでは
男女とも約３％の減少がみられた。この間のがん
医療技術の推移をみると、腫瘍用薬の処方量には
大きな変化はなく、がん手術、放射線治療のレセ
プト数は男女ともに減少傾向であった。増加がみ
られたものは、遺伝子検査の割合、2010年以降に
使用可能となった新薬とバイオ腫瘍用薬の割合、
抗がん剤投与用カテーテル設置術の割合であっ
た。AYA群では小児群同様に、新しい腫瘍用薬
と手術、放射線の医療技術との集学的治療（成人
群の項で後述）の進歩と、遺伝子検査の結果から
効率的な薬剤選択が可能になったことが、AYA群
の生存アウトカムの改善に寄与していることが考
えられる。また、がん疼痛の発症ががん進行の代
替アウトカムとして考えると、AYA群でがん疼
痛治療用オピオイド量が経年的に減少しているこ
とは、新たな医療技術の普及がAYA群のがんの
進行・転移の抑制に貢献している可能性があると
推察され、今後詳細な分析が期待される。

⑶ 成人群

成人群のがん罹患率APC は、固形がんでは男
性約４％、女性は約２％の減少が確認され、血液
がんでは男女１～２％の減少であった。2015～
2022年のがん死亡率５年移動APC 平均は、血液
がんでは男女とも約４％、固形がんでは男性約
４％、女性２％弱の減少であった。この期間の医
療技術の推移をみると、がん特異的検査のレセプ
ト数には大きな変動はなく遺伝子検査の割合は増
加し、腫瘍用薬では女性で総単位数の大幅な増加
がみられ、新薬割合の増加は男女ともに認められ
た。がん手術レセプト数では男性は減少傾向であ
り、抗がん剤投与用カテーテル設置術割合は男女
とも増加していた。近年、キナーゼ阻害薬、HER2

抗体、免疫チェックポイント阻害薬等の新規腫瘍
用薬を用いたneoadjuvant/adjuvant療法（術前／
術後補助療法）のエビデンスが増え、また放射線
治療レセプト数は減少傾向だが、非小細胞肺がん
の周術期に化学放射線治療と免疫チェックポイン
ト阻害薬を組み合わせる集学的治療の有効性を示
しており16）、新たな医療技術の臨床応用が進んで
いることが推察される。がん死亡率の減少は示さ
れているが、がん疼痛治療用オピオイドの使用量
には変化は認められず、がん疼痛の主な原因であ
るがんの進行・転移の抑制という点で、成人群患
者に対する医療技術には未だ課題が残っていると
思われる。

⑷ 高齢者群

高齢者群のがん罹患率は、APCでみると固形が
んで男女1.5％前後の減少が確認されたが、血液が
んでは男女約１％の増加であった。がん死亡率の
５年移動APC 平均は、固形がんでは男性で僅か
な減少、血液がんでは男女ともに約１％の増加を
示した。このように高齢者では血液がんの罹患率、
死亡率が増加していることが示され、日本造血・
免疫細胞療法学会が示す高齢者の造血幹細胞移植
件数の増加に符号するものと考えられた。男女と
もに腫瘍用薬の使用量、新薬割合、バイオ腫瘍用
薬割合、遺伝子検査割合は経年的な増加を示した。
がん手術レセプト数は男女ともに大きな変化はな
かったが、他の年齢群と同様、カテーテル設置術
の割合は増加していた。オピオイド使用量は男女
ともに増加しており、新しいがん医療技術が普及
したとしても、高齢がん患者の疼痛症状を根治す
るには、依然として高い壁が存在すると思われる。

⑸ すべての年齢群

細胞障害性腫瘍用薬からキナーゼ阻害薬、抗体
医薬等の新規腫瘍用薬へのシフトが進む中、15歳
以上の患者群はいずれも G-CSF 製剤の減少は無
く、群によっては増加が認められた。つまり現在

16）金�永学�肺癌治療における免疫療法の射程と解決すべき課題　肺癌62（S）,�p918-921,�2022�
https://www.jstage.jst.go.jp/article/haigan/62/Supplement/62_918/_pdf/-char/en

https://www.jstage.jst.go.jp/article/haigan/62/Supplement/62_918/_pdf/-char/en
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のがん治療において好中球減少症はこれまでと同
様、コントロールしなければならない重要な副作
用であることが示された。がん治療による好中球
減少症、それに伴う耐性菌や真菌などによる難治
性感染症はがん患者の治療に起こり得る重篤な二
次障害であり、難治性感染症の制御はがん治療の
成功に不可欠な要素である。骨髄への影響が少な
くなった新規腫瘍用薬が増加しているとはいえ、
現在でも固形がんに対するキードラッグは、プラ
チナ製剤、タキサン、代謝拮抗剤、トポイソメラー
ゼⅠ阻害薬、抗生物質といった従来から処方され
てきた細胞障害性の腫瘍用薬である。新規の腫瘍
用薬は、臨床試験でこれらキードラッグとの併用
レジメンを進化させてきた。今後、好中球減少症
をはじめとする全身性副作用を抑制するために、
ADCのように腫瘍局所で作用し、がんの増殖抑制
を可能とする新規モダリティ開発が腫瘍用薬創薬
における重要な課題と考える。

５．おわりに

　国民個人が罹患した疾患、施された医療技術、
検査データ、介護状況、アウトカム等の医療等情
報の蓄積は、将来への貴重な社会資源とされる。
医療ビッグデータの分析は医療技術の効率的、効
果的な選択と、将来に向けた医療技術の研究開発
に活用され、医療の進歩に大きく寄与すると期待

されている17）。本年４月に改正次世代医療基盤法
が施行され、NDBをはじめとした従来の医療情報
に加え、仮名加工医療情報を健康・医療分野の研
究開発に二次利用することを可能とする環境が整
備された。本年にNDB に死亡情報が連結される
とあり18）、全死亡情報におけるレセプトとの連結
割合は93.9％に向上したことが検証され19）、医療技
術とアウトカムの分析に一歩近づくものと思われ
る。しかし、患者アウトカムに連動させた医療技
術評価を実施するには未だ長い道程がある。本稿
で示したように「がん」という疾患は他の疾患に
比べて、医療技術は多様で集学化している。現在
のオープンデータベースでは、個々の医療技術が
どのようにアウトカムに影響し合うか評価できる
分析までには至らない。患者アウトカムに強く影
響する、疾患重症度・ステージ、併存症、検査値、
performance�status 等の患者状態を示すパラメー
タを患者カルテから分析に組み込む必要がある。
更に、遺伝子異常を特定したゲノム情報がデータ
ベースに連結されることが期待されている。蓄積
された大規模な医療データが患者・国民全体のメ
リットとして還元されるために、医療技術評価に
精確性をもたらし次世代の医療技術開発に繋げる
ことができるよう、ICT技術革新による「多様な
情報の連結」と「情報の標準化」の迅速なシステ
ム構築を政府に期待したい。

17）厚生労働省ホームページ、医療等情報の二次利用に関するワーキンググループ　資料
　　https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_36181.html
18）医薬産業政策研究所、「製薬企業が医療情報の利活用時に求める要素」、政策研ニュースNo.72（2024年７月）
　　https://www.jpma.or.jp/opir/news/072/03.html
19）厚生労働省ホームページ、匿名医療・介護情報等の提供に関する委員会（第17回）資料
　　https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00083.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_36181.html
https://www.jpma.or.jp/opir/news/072/03.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00083.html
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参考１　�がん罹患率算出に用いたパラメータ：国立がん研究センターがん情報サービス、「がん統計」（全
国がん登録）

男性 女性

年 ０－14歳 15－39歳 40－64歳 65－89歳 ０－14歳 15－39歳 40－64歳 65－89歳

人口＊１ 2016 8,080,000 17,335,000 21,354,000 14,544,000 7,701,000 16,624,000 21,251,000 18,121,000

人口＊１ 2017 7,984,000 17,117,000 21,292,000 14,767,000 7,611,000 16,393,000 21,160,000 18,332,000

人口＊１ 2018 7,893,000 16,923,000 21,258,000 14,919,000 7,522,000 16,166,000 21,102,000 18,474,000

人口＊１ 2019 7,789,000 16,776,000 21,247,000 15,019,000 7,420,000 15,977,000 21,075,000 18,553,000

人口＊１ 2020 7,700,036 16,677,963 21,330,614 15,038,576 7,331,566 15,944,601 21,134,687 18,596,718

がん罹患数

全部位がん 2016 1,211 7,228 111,692 428,135 933 15,220 125,088 257,469

全部位がん 2017 1,212 6,616 105,699 425,894 1,011 14,494 119,963 252,695

全部位がん 2018 1,144 6,825 102,583 427,631 950 13,985 119,047 256,161

全部位がん 2019 1,151 6,757 101,335 434,282 966 13,867 120,944 262,867

全部位がん 2020 1,121 6,325 93,819 411,033 959 13,230 113,504 248,810

血液がん 2016 587 1,406 7,358 20,177 413 1,072 5,857 16,429

血液がん 2017 601 1,319 7,381 20,535 413 1,082 5,814 16,619

血液がん 2018 583 1,382 7,555 21,047 425 1,032 5,713 17,414

血液がん 2019 575 1,367 7,233 21,388 420 1,032 5,699 17,807

血液がん 2020 554 1,308 7,084 21,430 412 1,058 5,346 17,333

固形がん 2016 334 3,881 99,226 397,115 293 13,539 115,848 232,089

固形がん 2017 304 3,618 93,292 394,557 361 12,828 110,869 227,298

固形がん 2018 276 3,615 89,728 395,070 325 12,326 109,412 229,128

固形がん 2019 280 3,594 88,677 400,976 315 12,241 111,346 235,084

固形がん 2020 280 3,257 81,129 377,158 333 11,521 104,087 221,174
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参考２　�がん死亡率算出に用いたパラメータ：国立がん研究センターがん情報サービス、「がん統計」（厚
生労働省人口動態統計）
新基準人口：全国がん死亡データ（1979年～2022年）より算出

男性 女性

年 ０－14歳 15－39歳 40－64歳 65－89歳 ０－14歳 15－39歳 40－64歳 65－89歳

人口＊２ 2015 8,081,931 17,142,481 21,201,008 14,189,767 7,702,628 16,434,019 21,022,881 17,762,493

人口＊２ 2016 7,992,446 16,823,585 21,113,848 14,483,990 7,616,294 16,118,658 20,903,863 18,044,318

人口＊２ 2017 7,890,007 16,542,363 21,045,930 14,702,862 7,519,837 15,839,894 20,803,211 18,253,789

人口＊２ 2018 7,793,179 16,266,931 21,002,939 14,855,930 7,427,735 15,566,126 20,733,473 18,393,501

人口＊２ 2019 7,683,080 16,014,593 20,978,925 14,954,989 7,319,983 15,317,988 20,687,691 18,468,481

人口＊２ 2020 7,585,953 15,857,267 20,999,272 14,959,580 7,224,536 15,220,954 20,671,188 18,494,482

人口＊２ 2021 7,456,741 15,636,126 20,954,594 14,995,783 7,102,699 15,000,636 20,610,229 18,502,903

人口＊２ 2022 7,307,233 15,423,821 20,943,780 14,958,460 6,960,345 14,777,984 20,584,022 18,443,629

がん死亡数

全部位がん 2015 155 1,132 30,984 172,819 130 1,452 22,597 103,179

全部位がん 2016 141 1,124 29,162 173,648 114 1,437 21,922 104,859

全部位がん 2017 138 1,045 27,193 175,016 113 1,284 20,942 104,447

全部位がん 2018 141 961 25,685 173,692 141 1,169 20,752 105,762

全部位がん 2019 151 911 24,730 174,899 106 1,222 20,527 105,600

全部位がん 2020 117 942 23,685 175,474 114 1,062 19,981 106,931

全部位がん 2021 127 921 23,089 176,397 106 1,050 19,714 107,317

全部位がん 2022 110 828 22,823 176,446 120 1,144 20,123 109,553

血液がん 2015 56 247 1,976 10,717 49 145 1,244 8,093

血液がん 2016 43 212 1,995 11,382 30 139 1,154 8,288

血液がん 2017 45 219 1,855 11,423 38 140 1,019 8,093

血液がん 2018 44 184 1,747 11,477 49 125 1,015 8,421

血液がん 2019 54 165 1,669 11,811 32 125 959 8,405

血液がん 2020 35 179 1,607 12,017 30 96 941 8,775

血液がん 2021 31 180 1,583 12,250 23 92 936 8,711

血液がん 2022 37 159 1,651 12,482 30 108 945 9,027

固形がん 2015 65 663 27,438 155,371 36 1,117 19,832 89,300

固形がん 2016 57 677 25,635 155,555 52 1,130 19,388 90,544

固形がん 2017 56 638 23,923 157,118 55 993 18,592 90,480

固形がん 2018 63 587 22,625 155,591 58 917 18,378 91,473

固形がん 2019 54 563 21,807 156,440 39 966 18,177 91,191

固形がん 2020 45 579 20,757 156,711 55 844 17,600 92,022

固形がん 2021 55 536 20,238 157,257 55 827 17,442 92,482

固形がん 2022 42 499 19,891 156,817 57 898 17,616 94,054
＊１：�総務省�人口推計�各年10月１日現在人口推計（年齢（各歳）、男女別人口及び人口性比－総人口）の各歳人口を合計し

て算出（年齢階級別および年齢不詳人口の合計が全年齢人口に一致しない場合がある。）
＊２：全国年齢階級別日本人人口（男女計人口と「男性人口と女性人口の和」が一致しない場合がある。）
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